
























（平成 18）年 12月，教育基本法が改正され，同法第 13条において，「学校，家庭及び地域住民
その他の関係者は，教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに，相互の連携及び協
力に努めるものとする」と規定された。また，2007（平成 19）年 7月には，「児童生徒の教育相












きな被害を受けた。親を亡くした児童は，震災孤児が 241人（岩手県 94人，宮城県 126人，福
























































































スクールソーシャルワーク教育課程認定校10）は，2013（平成 25）年 4月 1日現在，全国で 29
校であり，その内訳は，北海道が 1校，関東が 12校，北陸が 2校，中部が 1校，関西が 7校，


















小学校が 353人，中学校が 1,387人，高等学校が 673人である。加害児童生徒の全体比率では，




































る教育委員会もあるが，2010（平成 22）年度が 444人，2011（平成 23）年度が 534人，2012（平
成 24）年度が 596人と年々増加している。2012（平成 24）年度，スクールソーシャルワーカー
が最も多いのは東京都であり 55人，次いで北海道と京都が 40人，高知県が 39人，埼玉県が 36






項　目 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
暴力行為発生件数（件）※ 1 52,756 59,618 60,915 60,305 55,899
いじめの認知件数（件）※ 2 101,097 84,648 72,778 77,630 70,231







ある13）が，2010（平成 22）年度が 7,925件，2011（平成 23）年度が 7,669件，2012（平成 24）
年度が 12,763件である。2012（平成 24）年度，対応件数を記載している都道府県教育委員会の
なかで，最も対応件数が多いのは神奈川県であり 2,513件，次いで，東京都が 2,135件，新潟県
が 1,400件，兵庫県が 1,204件，大阪府が 1,094件という状況である。一方，スクールソーシャ






教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度 教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度
北海道 35 34 40 滋賀県  6  8  7
青森県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 京都府 15校（小）17校（中） 20校（小）18校（中） 40
岩手県 10 9 本文記載なし 大阪府 17 19 28
宮城県 11 13 本文記載なし 兵庫県  6  6  6
秋田県  4  4  4 奈良県  3  3  3
山形県 本文記載なし 小学校 20校 小学校 20校 和歌山県  4 10 10
福島県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 鳥取県 13 19 19
茨城県 本文記載なし  3  9 島根県 本文記載なし 25 24
栃木県  2  3  3 岡山県  4 5  6
群馬県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 広島県 本文記載なし 本文記載なし  6
埼玉県 36 36 36 山口県 本文記載なし 34 32
千葉県  5  5  5 徳島県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし
東京都 33 44 55 香川県  5  5  9
神奈川県  7  6  9 愛媛県 20 19 19
新潟県  4  4  4 高知県 32 32 39
富山県 23 20 19 福岡県  8  8  6
石川県 15 15 17 佐賀県 14 17 16
福井県 12 12 13 長崎県  6  7  8
山梨県 11 11 10 熊本県 15 15 19
長野県  5  5  5 大分県  2  2  2
岐阜県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 宮崎県  7  7  7
静岡県 15 11 10 鹿児島県 39 32 35
愛知県 本文記載なし 本文記載なし 本文記載なし 沖縄県 11 11 12
三重県  4  4  4 合計  444※ 1  534※ 2  596※ 3













る活動以外として，① ケース会議の設置，② 不登校や問題行動等に対する未然防止，③ 学校
内外でのチームを組み対応する，④ SSWのスーパーバイザーである弁護士や精神科医からアド
バイスを受ける，⑤ 運営協議会への参加，⑥ 県内の活動状況のとりまとめ，⑦ 事業の方向性
の検討，⑧ 幼保小連携，小中連携，⑨ 個々の事例について検討会議，⑩ 児童虐待に係る事例







教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度 教育委員会名 2010年度 2011年度 2012年度
岩手県 149 145 本文記載なし 和歌山県 本文記載なし 146 326
宮城県 415 317 本文記載なし 鳥取県 本文記載なし 本文記載なし 35
茨城県 本文記載なし 129 132 島根県 本文記載なし 本文記載なし 245
千葉県 36 38 28 岡山県 93 本文記載なし 本文記載なし
東京都 本文記載なし 本文記載なし 2,135 香川県 443 本文記載なし 本文記載なし
神奈川県 247 1,277 2,513 愛媛県 482 401 393
新潟県 625 1,001 1,400 佐賀県 190 367 287
福井県 400 317 421 長崎県 本文記載なし 340 485
山梨県 223 309 284 大分県 本文記載なし 131 102
長野県 213 337 366 宮崎県 87 本文記載なし 317
大阪府 1,373 本文記載なし 1,094 鹿児島県 752 691 839
兵庫県 2,197 1,723 1,204 沖縄県 本文記載なし 本文記載なし 157




員会が回答），2011（平成 23）年度が 80件（40の都道府県教育委員会が回答），2012（平成 24）
年度が 90件（39の都道府県教育委員会が回答）である。この事例を，各都道府県教育委員会の
判断により，① 不登校，② いじめ，③ 暴力行為，④ 児童虐待，⑤ 友人関係の問題，⑥ 非行・
不良行為，⑦ 家庭環境の問題，⑧ 教職員との関係の問題，⑨ 心身の健康・保健に関する問題，
⑩ 発達障害等に関する問題，⑪ その他に分類している。そこで，スクールソーシャルワーカー
の関わりにより問題が改善した事例の共通性を明らかにするため，筆者が各教育委員会により記
















項　目 2010年度 2011年度 2012年度
不登校 41 38 23
いじめ 1 2 40
暴力行為 4 4 6
児童虐待 13 14 7
友人関係の問題 0 2 0
非行・不良行為 8 7 1
家庭環境の問題 19 29 10
教職員との関係の問題 3 4 2
心身の健康・保健に関する問題 7 3 1
発達障害等に関する問題 4 8 10

























































による主な改善事例（複数回答）として ① 不登校，② いじめ，③ 暴力行為，④ 児童虐待，























1） 厚生労働省編（2013）　『厚生労働白書（平成 25年版）』p. 186.

























13） 2010（平成 22）年度からの 3年間，「スクールソーシャルワーカー実践活動事例集」において
91スクールソーシャルワークの専門性に関する一考察
対応件数が記載されていない場合は，本表に記載していない。
14） 各都道府県教育委員会が，複数ケースを提示していたり，1事例について，複数の問題項目に
該当すると提示していたりする。
15） 袖井智子（2008）　「地域福祉における専門職の役割」『地域福祉の理論と方法』弘文堂，
p. 101-116.
16） 大橋謙策（2010）　『地域福祉の新たな展開とコミュニティソーシャルワーク』社会保険研究所，
p. 77.
17） 門田光司（2010）　「学校ソーシャルワーク実践」ミネルヴァ書房，p. 189.
